
大阪府安全なまちづくり条例の改正に至る経緯 

 

 

 

 

 
 

◆ 令和５年の府内における特殊詐欺被害は、2,656件(過去最多)、約 36億 6,140万円 

◆ 電話で指示し、ATM を操作させて振り込ませる手口や、コンビニ等でプリペイド型電子マネーを購入さ

せて、金銭を詐取する手口が多く、被害者の約 85％が 65歳以上の高齢者 

◆ 府民の貴重な財産、老後の大切な生活資金が、毎日約 1,000万円詐取されている状況 

  ※令和６年は確定値で 2,644件、被害額は過去最多の約 61億円（毎日約 1,700万円) 

   被害者の約 71％が 65歳以上の高齢者 
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◆ このような特殊詐欺の被害状況から府民を守るため、令和６年６月に開催された大阪府安全なまち

づくり推進会議総会において、大阪府知事から、条例改正による対策強化の指示 

⇒ 大阪府特殊詐欺対策審議会での審議や関係省庁、事業者団体、府民意見等を踏まえ、条例改

正を行った（令和７年３月 24可決、同年３月 27日公布）  
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条例改正による主な規定内容 

① 携帯電話で通話しながら ATMの操作禁止【義務化（ATM設置者・６５歳以上の高齢者）】 

② 金融機関からの通報等【義務化（金融機関）】 

③ ATMでの振込上限額の設定【義務化（金融機関・70歳以上、過去３年間 ATMで振込実績な

し、金融機関への届出住所が大阪府内⇒１日 10万円以下）】 

④ プリペイド型電子マネー販売時の確認【義務化（プリペイド型電子マネー販売事業者・購入者）】 



 

 特殊詐欺被害チェックシート 
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